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る形で取り組んでいる実態に加え、2013 年 7 月
～ 9 月の大雨・台風による災害時に創設した岩手
県独自の「被災者生活再建支援事業」等を紹介し、
支援金の拡充、制度の対象となる自然災害の適用
基準等の見直し、対象範囲の拡充について論述す
る。
生業再生支援では、農林水産業、商工業等の復
旧・復興支援について、特に、水産業と中小企業
等の復旧・復興支援の論点と課題について論述す
る。このほか、社会資本の復旧と復興では、復旧・
復興ロードマップ、復興道路、災害公営住宅、鉄
道復旧の課題等について述べる。
第 5 章では、第４章までの論述をもとに、復興
に向けた中間団体としての県の役割と県固有の災
害対策財政の重要性について述べ、そのうえで、
災害対策財政の到達点と分権・自治型災害対策財
政の改革課題を総括して論じる。
復旧・復興の取組は長期に及ぶことから、これ
を着実に進めていくためには「復興交付金」、「震
災復興基金」等の復興財源の確実な手当とその見
通しを早期に示す必要があること、「復興交付金」
を使い勝手のよい交付金にしていくことが最優先
課題であり、今後、県は被災した公共施設の早期
復旧を図り、市町村のまちづくりなどの面整備の
促進に向けて人的・技術的支援とともに、県の財
政運営への影響に配意しながら必要な財政的支援
を行い、市町村主体の復旧・復興にシフトしてい
く必要性を述べる。
